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令 和 ２ 年 度 香 春 町 一 般 会 計 補 正 予 算（第７号） 

令和２年度香春町の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

( 歳入歳出予算の補正 ) 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７２，２８９千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，１１３，８５２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、｢ 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 ｣ による。 

( 継続費の補正 ) 

第２条 継続費の追加は、「第 ２ 表  継 続 費 補 正 」による。 

( 繰越明許費 ) 

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌

年度に繰り越して使用することができる経費は、「 第 ３ 表  繰 越 明 許 費 」
による。

( 地方債の補正 ) 

第４条 地方債の追加は、「 第 ４ 表  地 方 債 補 正 」による。 

令和３年２月１５日提出 

福岡県香春町長     筒   井   澄   雄 
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　　　　　　　第  １  表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
 歳  　入 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

2,208,909 96,394 2,305,303

  １地方交付税 2,208,909 96,394 2,305,303

156,613 △3,890 152,723

  １使用料 122,244 △3,890 118,354

3,069,411 25,318 3,094,729

  １国庫負担金 1,366,293 1,385 1,367,678

  ２国庫補助金 1,699,264 23,933 1,723,197

573,806 2,015 575,821

  １県負担金 322,308 1,614 323,922

  ２県補助金 227,463 401 227,864

22,101 5,000 27,101

  １寄附金 22,101 5,000 27,101

147,864 3,082 150,946

  ５雑入 60,187 3,082 63,269

314,179 △37,930 276,249

  １基金繰入金 314,178 △37,930 276,248

1,012,736 △17,700 995,036

  １町債 1,012,736 △17,700 995,036

9,041,563 72,289 9,113,852

款

１０地方交付税

１３使用料及び手数料

１４国庫支出金

１５県支出金

１７寄附金

歳　　　　入　　　　合　　　　計

１８諸収入

１９繰入金

２１町債
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 歳　  出 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

852,657 110,639 963,296

  １総務管理費 698,836 97,307 796,143

  ４選挙費 9,912 13,332 23,244

3,533,977 3,027 3,537,004

  １社会福祉費 2,524,935 3,027 2,527,962

464,132 16,377 480,509

  １保健衛生費 157,990 13,910 171,900

  ２環境保全費 301,818 2,467 304,285

312,485 1,344 313,829

  １農業費 280,385 780 281,165

  ３鉱害対策費 8,103 564 8,667

647,862 △62,958 584,904

  ２道路橋梁費 337,422 △10,500 326,922

  ４住宅費 219,717 △52,458 167,259

230,862 0 230,862

  １消防費 230,862 0 230,862

2,400,985 3,860 2,404,845

  １教育総務費 1,756,276 16 1,756,292

  ２小学校費 174,866 2,949 177,815

  ３中学校費 99,523 895 100,418

  ５幼稚園費 36,080 0 36,080

  ７社会教育費 129,589 0 129,589

  ８保健体育費 42,571 0 42,571

9,041,563 72,289 9,113,852

款

  ２総務費

  ３民生費

  ４衛生費

  ６農林水産業費

  ８土木費

  ９消防費

１０教育費

歳　　　　出　　　　合　　　　計
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総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

千円 千円 千円 千円

令和１年度 2,366,668 令和１年度 2,366,668

令和２年度 1,327,616 令和２年度 1,361,421

令和３年度 163,983 令和３年度 176,598

補正後

3,904,687

第　２　表　　　　継　　　続　　　費　　　補　　　正

項款 事業名
補正前

3,858,267
 １０
 教育費

 １
 教育総務費

 学校再編事業
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教育費 １項 教育総務費 学校再編事業（遊具移設工事） 1,716

第 ３ 表　　　　繰　越　明　許　費

老人福祉費一般事業（地域密着
型施設等整備補助金）

農業振興費一般事業（スマート
農業）

ＩＣＴ推進モデル事業

ＩＣＴ推進モデル事業

社会福祉費

農業費

小学校費

　１０款 ３項

　７款 商工費

408中学校費教育費

　１０款 ２項 928教育費

　１０款

　６款 １項 6,753
農林水産業
費

　３款 １項 8,172民生費

千円

款 項 事業名 金額

１項 商工費
観光推進事業（町観光協会補助
金：新しい旅行・観光発信事業）

4,950

８款 土木費 ４項 住宅費 民間アパート建設推進事業 5,000

　１０款 教育費 ４項 義務教育学校費 ふるさと学習事業 700

２款 総務費 １項 総務管理費
財産管理費一般事業（宮浦地区
町有地土留擁壁設置工事）

5,491

　４款 衛生費 １項 保健衛生費
予防接種費一般事業（新型コロ
ナウイルス予防接種準備に係る
経費）

7,773

　４款 衛生費 １項 保健衛生費
新型コロナウイルス予防接種事
業

13,910
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起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

災害復旧事業
のため（鉄道支
援事業）

400 証書借入

4.0％以内（但し、利率
見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、その見直し後の利
率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合にはその債権者と協定す
るものによる。ただし町財政の
都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換えすること
ができる。

減収補填のた
め（減収補填
債）

8,000 証書借入 同上 同上

第　４　表　　　　地　方　債　補　正
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歳入歳出補正予算

事項別明細書 
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１．総　  括　　歳入歳出予算事項別明細書
  歳  　入

補正前の額

１ 町税 895,041

２ 地方譲与税 44,701

３ 利子割交付金 1,300

４ 配当割交付金 3,100

５ 株式等譲渡所得割交付金 1,500

６ 法人事業税交付金 2,000

７ 地方消費税交付金 184,000

８ 環境性能割交付金 4,000

９ 地方特例交付金 7,674

１０ 地方交付税 2,208,909

１１ 交通安全対策特別交付金 2,205

１２ 分担金及び負担金 27,540

１３ 使用料及び手数料 156,613

１４ 国庫支出金 3,069,411

１５ 県支出金 573,806

１６ 財産収入 6,813

１７ 寄附金 22,101

１８ 諸収入 147,864

１９ 繰入金 314,179

２０ 繰越金 356,070

２１ 町債 1,012,736

歳　　入　　合　　計 9,041,563

款
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（単位：千円）

補正額 計

0 895,041

0 44,701

0 1,300

0 3,100

0 1,500

0 2,000

0 184,000

0 4,000

0 7,674

96,394 2,305,303

0 2,205

0 27,540

△3,890 152,723

25,318 3,094,729

2,015 575,821

0 6,813

5,000 27,101

3,082 150,946

△37,930 276,249

0 356,070

△17,700 995,036

72,289 9,113,852
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  歳　  出

補 正 前 の 額 補　正　額 計

１ 議会費 89,238 0 89,238

２ 総務費 852,657 110,639 963,296

３ 民生費 3,533,977 3,027 3,537,004

４ 衛生費 464,132 16,377 480,509

５ 労働費 1 0 1

６ 農林水産業費 312,485 1,344 313,829

７ 商工費 122,456 0 122,456

８ 土木費 647,862 △62,958 584,904

９ 消防費 230,862 0 230,862

１０ 教育費 2,400,985 3,860 2,404,845

１１ 災害復旧費 6,190 0 6,190

１２ 公債費 370,715 0 370,715

１３ 諸支出金 3 0 3

１４ 予備費 10,000 0 10,000

9,041,563 72,289 9,113,852歳　　出　　合　　計

款

-38-



（単位：千円）

国県支出金 地　　方　　債 そ　　の　　他

△13,800 2,000 122,439

2,223 9,600 3,594 △12,390

13,328 6,500 △100 △3,351

401 564 379

△20,139 △37,503 △5,316

9 △9

9,787 △7,861 △2,302 4,236

25,739 △25,700 △33,738 105,988

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源
補　正　額　の　財　源　内　訳

一　般　財　源
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歳　入
款 １０ 地方交付税

款 項 目

10地方交付税 2,208,909 96,394 2,305,303

1 地方交付税 2,208,909 96,394 2,305,303

1 地方交付税 2,208,909 96,394 2,305,303

13使用料及び手数料 156,613 △3,890 152,723

1 使用料 122,244 △3,890 118,354

3 教育使用料 5,975 △3,890 2,085

14国庫支出金 3,069,411 25,318 3,094,729

1 国庫負担金 1,366,293 1,385 1,367,678

1 民生費国庫負担金 522,682 609 523,291

3 災害復旧費国庫負担金 0 776 776

2 国庫補助金 1,699,264 23,933 1,723,197

3 衛生費国庫補助金 9,579 13,328 22,907

5 教育費国庫補助金 45,699 10,605 56,304

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計
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（単位：千円）

区　　分 金　　額

1 地方交付税 96,394 普通交付税                    96,394

3 社会教育使 △2,710 町民センター施設使用料                   △2,000
  用料 生涯学習センター施設使用料                     △610

研修センター施設使用料                     △100

4 保健体育使 △1,180 体育センター使用料                     △556
  用料 総合運動公園使用料                     △624

4 国民健康保 609 保険基盤安定負担金保険者支援分                      609
  険負担金

1 公共土木施 776 災害復旧事業費負担金                       776
  設災害復旧
  費負担金

1 保健衛生費 13,328 新型コロナウイルスワクチンの接種体制確保                   13,328
  補助金 事業補助金

1 小学校費補 70 公立学校情報機器整備費補助金                       70
  助金

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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款 １４ 国庫支出金

款 項 目

15県支出金 573,806 2,015 575,821

1 県負担金 322,308 1,614 323,922

1 民生費県負担金 317,241 1,614 318,855

2 県補助金 227,463 401 227,864

4 農林水産業費県補助金 116,241 401 116,642

17寄附金 22,101 5,000 27,101

1 寄附金 22,101 5,000 27,101

1 寄附金 22,101 5,000 27,101

18諸収入 147,864 3,082 150,946

5 雑入 60,187 3,082 63,269

6 雑入 12,514 3,082 15,596

19繰入金 314,179 △37,930 276,249

1 基金繰入金 314,178 △37,930 276,248

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

-42-



（単位：千円）

区　　分 金　　額

2 中学校費補 35 公立学校情報機器整備費補助金                       35
  助金

3 教育総務費 10,500 へき地児童生徒援助費等補助金                   10,500
  補助金

4 国民健康保 1,614 保険基盤安定負担金保険料軽減分                    1,309
  険負担金 保険基盤安定負担金保険者支援分                      305

1 農業費補助 401 女性農林漁業者の活躍推進事業補助金                      401
  金

1 寄附金 5,000 目的寄附金                     2,000
ふるさと納税                     3,000

1 雑入 3,082 各種宝くじ交付金                     3,594
陶芸教室焼成代                     △200
地域子ども教室参加料                      △40
町民ホール芸術文化事業入場料                    △272

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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款 １９ 繰入金

款 項 目

1 基金繰入金 314,178 △37,930 276,248

21町債 1,012,736 △17,700 995,036

1 町債 1,012,736 △17,700 995,036

3 過疎対策事業債 839,500 △26,100 813,400

5 災害復旧債 0 400 400

6 減収補填債 0 8,000 8,000

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計
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（単位：千円）

区　　分 金　　額

1 基金繰入金 △37,930 地域振興基金取崩収入                  △38,503
特定農業施設管理基金取崩収入                      564
石油貯蔵施設立地対策等交付金基金取崩収入                        9

1 過疎対策事 △26,100 過疎対策事業債                  △26,100
  業債

1 災害復旧事 400 補助災害復旧事業債                       400
  業債

1 減収補填債 8,000 減収補填債                     8,000

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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歳　出
款 ２ 総務費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費 852,657 110,639 963,296 △13,800 2,000

1 総務管理費 698,836 97,307 796,143 △13,800 2,000

1 一般管理費 289,948 56 290,004

6 企画調査費 49,411 4,544 53,955 △13,800

8 電算費 110,981 49 111,030

9 基金管理費 91,299 92,658 183,957 2,000

4 選挙費 9,912 13,332 23,244

3 香春町議会議員一 8,190 13,332 21,522
 般選挙費

3 民生費 3,533,977 3,027 3,537,004 2,223 9,600 3,594

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

122,439

109,107

56 1 報　　　酬 56 〇会計年度任用職員人件費                  56
　報　　　酬                  56
　　　・会計年度任用職員報酬                  56

18,344 7 報　償　費 1,200 〇企画調査費一般事業               1,643
　報　償　費               1,200
　　　・ふるさと納税寄附金謝               1,200

11役　務　費 443 　　　　礼品代

　役　務　費                 443
　　　・ふるさと納税業務代行                 443

18負担金補助 2,901 　　　　手数料

  及び交付金 〇西鉄バス運営補助金               2,469
　負担金補助及び交付金               2,469
　　　・西鉄バス運営補助金               2,469
〇鉄道支援事業                 432
　負担金補助及び交付金                 432
　　　・平成筑豊鉄道災害復旧                 432
　　　　事業費負担金

49 18負担金補助 49 〇電算費一般事業                  49
  及び交付金 　負担金補助及び交付金                  49

　　　・たがわ情報センター共                  49
　　　　同利用負担金

90,658 24積　立　金 92,658 〇基金管理費一般事業              92,658
　積　立　金              92,658
　　　・ふるさとづくり基金積               2,000
　　　　立金

　　　・減債基金積立金              90,658

13,332

13,332 18負担金補助 13,332 〇香春町議会議員一般選挙費              13,332
  及び交付金 　　一般事業

　負担金補助及び交付金              13,332
　　　・選挙運動費公費負担金              13,332

△12,390

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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款 ３ 民生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

1 社会福祉費 2,524,935 3,027 2,527,962 2,223 9,600 3,594

1 社会福祉総務費 104,892 0 104,892 200 3,594

3 老人福祉費 33,668 0 33,668 9,400

13国民健康保険事業 138,064 3,027 141,091 2,223
  費

4 衛生費 464,132 16,377 480,509 13,328 6,500 △100

1 保健衛生費 157,990 13,910 171,900 13,328 6,500 △100

1 保健衛生総務費 93,577 0 93,577 6,500 △100

2 予防接種費 40,144 13,910 54,054 13,328

2 環境保全費 301,818 2,467 304,285

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

△12,390

△3,794

△9,400

804 27繰　出　金 3,027 〇国民健康保険事業費一般事               3,027
　　業

　繰　出　金               3,027
　　　・国民健康保険会計繰出               3,027
　　　　金

△3,351

△5,818

△6,400

582 1 報　　　酬 145 〇新型コロナウイルス予防接              13,910
　　種事業

　報　　　酬                 145
4 共　済　費 20 　　　・会計年度任用職員報酬                 145

　共　済　費                  20
　　　・会計年度職員保険料                  20

7 報　償　費 436 　報　償　費                 436
　　　・看護師等出務報償費                 436
　旅　　　費　                   5

8 旅　　　費 5 　　　・会計年度職員費用弁償                   5
  　 　需　用　費               2,726

　　　・消耗品費               2,722
　　　・薬剤費                   4

10需　用　費 2,726 　役　務　費                 844
　　　・電話料                 220
　　　・郵便料                 504

11役　務　費 844 　　　・手数料                 120
　委　託　料               8,744
　　　・予防接種委託料               8,744

12委　託　料 8,744 　備品購入費                 990
　　　・備品購入費                 990

17備品購入費 990

2,467

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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款 ４ 衛生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 廃棄物対策費 238,961 2,467 241,428

6 農林水産業費 312,485 1,344 313,829 401 564

1 農業費 280,385 780 281,165 401

1 農業委員会費 17,947 2 17,949

2 農業総務費 50,723 46 50,769

3 農業振興費 63,780 401 64,181 401

5 農地費 38,610 330 38,940

6 国土調査費 108,238 1 108,239

3 鉱害対策費 8,103 564 8,667 564

1 鉱害対策費 8,103 564 8,667 564

8 土木費 647,862 △62,958 584,904 △20,139 △37,503

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

2,467 18負担金補助 2,467 〇廃棄物対策費一般事業               2,467
  及び交付金 　負担金補助及び交付金               2,467

　　　・田川郡東部環境衛生施               2,467
　　　　設組合負担金

379

379

2 4 共　済　費 2 〇会計年度任用職員人件費                   2
　共　済　費                   2
　　　・会計年度任用職員社会                   2
　　　　保険料

46 3 職員手当等 46 〇人件費                  46
　職員手当等                  46
　　　・住居手当                  46

18負担金補助 401 〇農業振興費一般事業                 401
  及び交付金 　負担金補助及び交付金                 401

　　　・女性農林漁業者の起業                 401
　　　　活動支援事業補助金（

　　　　機器整備支援事業）

330 17備品購入費 330 〇農地費一般事業                 330
　備品購入費                 330
　　　・備品購入費                 330

1 4 共　済　費 1 〇国土調査事業                   1
　共　済　費                   1
　　　・会計年度任用職員社会                   1
　　　　保険料

10需　用　費 564 〇鉱害対策費一般事業                 564
　需　用　費                 564
　　　・修繕料                 564

△5,316

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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款 ８ 土木費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 道路橋梁費 337,422 △10,500 326,922 △10,500

3 橋梁新設改良費 146,000 △10,500 135,500 △10,500

4 住宅費 219,717 △52,458 167,259 △9,639 △37,503

1 住宅管理費 111,960 45 112,005

2 住宅計画費 101,509 △52,503 49,006 △9,639 △37,503

9 消防費 230,862 0 230,862 9

1 消防費 230,862 0 230,862 9

2 非常備消防費 45,670 0 45,670 9

10教育費 2,400,985 3,860 2,404,845 9,787 △7,861 △2,302

1 教育総務費 1,756,276 16 1,756,292 10,500 △20,461 1,280

2 事務局費 91,098 16 91,114

5 学校再編事業費 1,655,814 0 1,655,814 10,500 △20,461 1,280

2 小学校費 174,866 2,949 177,815 70 478

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

12委　託　料 △10,500 〇橋梁長寿命化事業            △10,500
　委　託　料            △10,500
　　　・測量設計図作成委託料            △10,500

△5,316

45 3 職員手当等 45 〇人件費                  45
　職員手当等                  45
　　　・扶養手当                  30
　　　・児童手当                  15

△5,361 14工事請負費 △37,503 〇住宅計画費一般事業            △37,503
　工事請負費            △37,503
　　　・工事請負費            △37,503

18負担金補助 △15,000 〇民間アパート建設推進事業            △15,000
  及び交付金 　負担金補助及び交付金            △15,000

　　　・民間アパート建設費補            △15,000
　　　　助金

△9

△9

△9

4,236

8,697

16 4 共　済　費 16 〇指導主事配置事業                  16
　共　済　費                  16
　　　・会計年度任用職員社会                  16
　　　　保険料

8,681

2,401

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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款 １０ 教育費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

1 学校管理費 76,872 2,949 79,821 478

2 教育振興費 97,994 0 97,994 70

3 中学校費 99,523 895 100,418 35 242

1 学校管理費 38,393 895 39,288 242

2 教育振興費 61,130 0 61,130 35

5 幼稚園費 36,080 0 36,080 △700

1 幼稚園費 36,080 0 36,080 △700

7 社会教育費 129,589 0 129,589 △818 △3,122

2 町民センター施設 22,588 0 22,588 △2,200
  管理費

3 青少年問題対策費 11,006 0 11,006 △40

5 芸術文化推進費 6,932 0 6,932 △272

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

2,471 11役　務　費 1,800 〇小学校管理費一般事業 2,949
　役　務　費 1,800
　　　・理科教材薬品廃棄手数 1,800

12委　託　料 840 　　　　料

　委　託　料 840
　　　・廃棄備品処分委託料 840

14工事請負費 309 　工事請負費 309
　　　・工事請負費 309

△70

618

653 4 共　済　費 18 〇会計年度任用職員人件費 18
　共　済　費 18
　　　・会計年度任用職員社会 18

11役　務　費 300 　　　　保険料

〇中学校管理費一般事業 877
　役　務　費 300

12委　託　料 420 　　　・理科教材薬品廃棄手数 300
　　　　料

　委　託　料 420
14工事請負費 157 　　　・廃棄備品処分委託料 420

　工事請負費 157
　　　・工事請負費 157

△35

700

700

3,940

2,200

40

272

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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款 １０ 教育費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

6 生涯学習センター 18,896 0 18,896 △610
  施設管理費

7 公民館事業費 19,816 0 19,816 △818

8 保健体育費 42,571 0 42,571 13,300 △1,180

2 総合運動公園管理 20,042 0 20,042 △624
  費

3 体育センター管理 16,419 0 16,419 13,300 △556
  費

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

610

818

△12,120

624

△12,744

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

節
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1.特別職

報酬 給料
期末
手当
（千円）

地域
手当

寒冷地手
当

その他の
手当

計

（人） （千円） （千円）
年間支
給率（月

分）
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5,312

2.55

8,816

2.55

749 69,362 21,732 14,128 0 0 0 105,222 20,652 125,874

5,312

2.55

8,816

2.55

749 69,362 21,732 14,128 0 0 0 105,222 20,652 125,874

0

0.00

0

0.00

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

職員数

21,732

区分

長等

補正後
その他の特別
職

計

36,072議員 13

3

13 36,072

00

その他の特別
職

0 0

0 0

計

733

0

0 0

0

0 0 0

00

34,799

733 33,290

21,732

57,785

給与費

合計

0 0

33,290

共済費

33,290

7,755

27,044

44,888

33,290

備考

7,755 34,799

57,785

0 0

44,888 12,897

27,044

33,290

0

33,290

0 0

12,897

3

補正前

その他の特別
職

長等

議員

長等

比較

計

0 0

0

0

議員

0

給　　与　　費　　明　　細　　書
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2.一般職
(1)総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料
職員手
当

計

131

(1)

131

(1)

0

0

（単位：千円）

扶養手
当

地域手
当

通勤手
当

住居手
当

管理職
手当

超過勤
務手当

期末勤
勉手当

その他
の手当

14,207 0 6,281 11,450 5,813 29,621 178,682 12,895

14,177 0 6,281 11,404 5,813 29,621 178,682 12,880

30 0 0 46 0 0 0 15

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料
職員手
当

計

105

(87)

104

(86)

1

1

（単位：千円）

扶養手
当

地域手
当

通勤手
当

住居手
当

管理職
手当

超過勤
務手当

期末勤
勉手当

その他
の手当

0 0 546 0 0 532 16,220 0

0 0 546 0 0 532 16,220 0

0 0 0 0 0 0 0 0

備考　１　この表は、給料をもつて支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員
を含む。）で予算の積算の基礎となつたものについて記載すること。
２　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

備考　１　この表は、報酬又は給料をもつて支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予
算の積算の基礎となつたものについて記載すること。
２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要す
る職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

57 258

174,373

比較

比較 201 0 0 201

25,744補正前 113,764 17,564 17,301 148,629

合　計 備考

補正後 113,965 17,564 17,301 148,830 25,801

91 0

給与費

0

458,207

0

258,949

区　　分

458,207 258,858 717,065 227,874 944,939

717,156 227,874

174,631

職員数
（人）

共済費

備考合　計

945,030

職員手当の内訳

区　　分

比較

共済費

比較

給与費
職員数
（人）

91

区分

補正後

補正前

職員手当の内訳

区分

補正後

補正前

91

補正後

補正前
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
　ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

　イ　会計年度任用職員 (単位：千円）

(3)給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与

　イ　初任給
（単位：円）

区分 行政職 技能職

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

305,506

令和3年2月1日現在

行政職 技能職

国の制度

区分 行政職 技能職

0

0

0.0

318,361

0

0.0

0

329,471

40.1

293,691

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

0

給与改正に伴う増減分

182,200

147,900

昇給に伴う増加分 0

-

39.9

令和2年12月1日現
在

その他の増減分 91
職員手当 91

制度改正に伴う増減分

高校卒 150,600 147,900 150,600

大学卒 182,200 -

0

その他の増減分 0

給料 0

区分 増減額 増減事由別内訳

0

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

給料 0

給与改正に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分

職員手当 0
制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 0

その他の増減分

0

備考

-60-



　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

1級 7 5.3% 1級 1級 7 5.3% 1級

2級 54 40.9% 2級 2級 54 40.9% 2級

3級 19 14.4% 3級 3級 19 14.4% 3級

4級 35 26.5% 4級 4級 35 26.5% 4級

5級 6 4.5% 5級 5級 6 4.5% 5級

6級 11 8.3% 6級 11 8.3%

計 132 100.0% 計 0 0.0% 計 132 100.0% 計 0 0.0%

（級別の標準的な職務内容）

技能職行政職

単純労務職

令和3
年2月
1日現
在

令和2
年12月
1日現
在

区分
行政職 技能職

区分

用務員等、給食調理員、作業員、自動車運転手、
一般技能職員、事務補の職務

4級

5級

6級

会計管理者、課等の長又は相当困難な業務
を所掌する課長補佐及び主幹の職務

会計管理者又は困難な業務を所掌する課等
の長の職務

課長補佐又は相当困難な業務を所掌する係長、
保育所長及び特に困難な業務を所掌する主査、
保健師、主任保育士、幼稚園主任教諭、主任調
理師、主任栄養士、主任管理栄養士の職務

区　　分

1級

2級

3級

一般職

主事、技師、保健師、保育士、幼稚園教諭、
調理師、栄養士、管理栄養士の職務

主任主事、技師、保健師、保育士、幼稚園教
諭、調理師、栄養士、管理栄養士の職務

係長、保育所長、主査、保健師、主任保育
士、幼稚園主任教諭、主任調理師、主任栄養
士、主任管理栄養士の職務

用務員等、給食調理員、作業員、自動車運転手、
一般技能職員、事務補の職務

相当の技能又は経験を必要とする業務を行う給食
調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職員及
び事務補の職務
相当困難な業務を行う用務員等の職務

高度の技能又は経験を必要とする業務を行う給食
調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職員及
び事務補の職務
困難な業務を行う用務員等の職務

特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う
給食調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職
員及び事務補の職務
特に困難な業務を行う用務員等の職務
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　エ　昇給

　オ　期末手当、勤勉手当

※　（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

支給期別支給率 支給率計

（月分）

2号給（人）

7 7 0

0

97.0

0

2号給（人）

112

9

0

4号給（人）

昇給に係る職員数　（Ｂ）
（人）

比較　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 97.0

号級数別内
訳

112

(1.175) (2.350)

(1.175) (1.175) (2.350)

2.250

4.450

4.450

4.450

(2.350)

補正前

国の制度

(1.175)

(1.175)

補正後

2.200

2.200

(1.175)

2.250

2.250

2.200

区分 合計 行政職 技能職

128

0132職員数　（Ａ）　　（人）

昇給に係る職員数　（Ｂ）
（人）

1号給（人）

3号給（人）

8号給（人） 0

132

0

0

9

7 7

128

0

8号給（人） 0

補正前

職員数　（Ａ）　　（人） 132 132

号級数別内
訳

1号給（人）

0

97.0

補正後

4号給（人）

3号給（人） 9 9 0

112 0112

0

12月（月分）

有

有

有

備考

比較　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

職制上の段階、職務の級
等による加算措置

6月（月分）
区分

97.0

128 128

0

-

0

0

0

0

0

0

-

0
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　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

備考区分

支給率等

国の制度
（支給率等）

その他の加算措
置等

24.586875 33.27075 47.709

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 有

支給率　（％） 支給対象職員数　（人）

10% 0 10%

区分 全職種 行政職 技能職

通勤手当 同　じ

扶養手当 同　じ

住居手当

給与総額に対する比較　　（％） － －

支給対象職員の比較　　（％）
（令和3年2月1日現在）

区分 国の制度との異同 差異の内容

－

－ －－

代表的な特殊勤務手当の名称

－

－

－

47.709 有

国の指定基準に基づく
支給率（％）

最高限度
（月分）

伝染病防疫作業手当・行旅死亡人取扱業務手当

同　じ
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